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1．本研究の背景と目的
近年、障害者を取り巻く環境は大きく変化しよ
うとしている。2005年に始まった支援費制度に
より、これまで措置される存在であった障害者が
社会的なサービスを利用する契約の主体となっ
た。2006年 4月 1日より施行された障害者自立
支援法では、障害者の地域生活と就労を進め、自
立を支援する観点から、障害者基本法の基本理念
より、これまで障害種別ごとに異なる法律に基づ
いて自立支援の観点から提供されてきた福祉サー
ビス、公費負担医療等について、共通制度のもと
で一元的に提供する仕組みを創設し、障害者の福
祉サービスの一元化され制度が大きく編成され
た。2013年 4月 1日には、障害者の日常生活及
び社会生活を総合的に支援するための法律（以
下、障害者総合支援法）が施行され、共生社会の
実現に向けて社会参加の機会の確保などが推進さ
れることとなった。
これらの制度改革や法制度の整備は、障害者が
地域社会の中で健常者と共に暮らす共生社会づく
りに向けた取り組みであり、その中でも障害者が
主体性を持って働く存在であることが明示された
ことは大きな改革だといえる。また、障害程度区
分について、障害の多様な特性、その他の心身の
状態に応じて、必要とされる標準的な支援の度合
を総合的に示す障害支援区分に改められ、より多
元的なサービスを求められるようになったといえ
る。
加えて、障害者が働くことに関しては福祉政策
の中だけでなく、労働側からの法改正や新法の制
定などの広がりも見せている。2013年 4月から
は企業において障害者の雇用を義務付けている法
定雇用率の引き上げが行われた他、国等による障
害者就労施設等から物品等の調達の推進等に関す
る法律（以下、障害者優先調達推進法）が制定さ
れた。このことからもわかるように、今までにも
増して障害者が働く社会づくりや障害者のための
仕事を増加させることが求められている。つま
り、障害者が社会の一員となって共に働き、地域
社会の中で自立して生活をする主体的存在として
変化しつつあると言える。
しかし、これまでの労働市場において障害者が
働く環境は未整備であったことは自明であり、ま
ずその環境を整えていくことが社会的課題として
認識されるようになってきた。そして現在、この
社会的課題を福祉の側面からだけでなく、ビジネ
スの中で解決しようとする社会的企業が注目され
ている。今、社会的企業は芽生えの時期にあり
様々な形態が存在しているが、本稿では障害者が
働く場の創出を目的として発展していったソーシ
ャル・ファームを取り上げる。
ソーシャル・ファームは、1960年代の北イタ
リアのトリエステで精神科病院の解体から始ま
り、1978年には、精神科病院の新設、すでにあ
る精神科病院への新規入院、1980年末以降の再
入院を禁止するなどを定めたバザーリア法が制定
された。現在ヨーロッパを中心に盛んに取り組ま
れているが、日本においてはまだ定着していな
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い。障害者が自分たちの暮らす地域の中で働くこ
とを通じて地域に溶け込んでいったプロセスは、
今後の障害者就労の推進において参考すべき点が
多い。
以上から、これからの障害者雇用の促進の可能
性と障害者が働くことを通じて、地域社会での生
活を実現してきた側面をもつソーシャル・ファー
ムに焦点を当て、宝塚市でソーシャル・ファーム
を運営している仮認定特定非営利活動法人こむの
事業所（以下、こむの事業所）の事例から、今後
の障害者就労推進におけるソーシャル・ファーム
の可能性とその課題について明らかにする。
2．ソーシャル・ファームの定義
ソーシャル・ファームとは、基本的には社会的
な（Social）企業（Firm）であり、利潤を追求す
るのではなく、社会的な目的を実現するための企
業である（寺島、2008）。ソーシャル・ファーム
は、先に述べたように 1960年代に北イタリアの
精神病院で入院治療の必要のなくなった人々が地
域で就労しようと試みるも仕事に就けず、病院職
員と共に仕事を作り出したのが始まりといわれて
いる。その後、ヨーロッパ各地に広がり、さらに
世界的な広がりをみせている。
（1）Social Firms Europe による定義
Social Firms Europe（CEFE）（http : //socialfirm
seurope.org/social−firms/）は、ヨーロッパのソー
シャル・ファームを運営する団体により構成され
る非政府の連合体であり、ソーシャル・ファーム
を以下のように定義している。なお、以下は筆者
が和訳したものである。
① 障害のある人々や労働市場において不利があ
る人々を雇用するためのビジネスである。
② マーケット指向の商品・サービスを用いて社
会的使命を追求するためのビジネスである
（収入の 50％以上は商品取引によるものでな
ければならない）。
③ 従業員の多く（30％以上）は、障がいのあ
る人々または労働市場において不利のある
人々で構成される。
④ あらゆる労働者は、潜在的な生産能力にかか
わらず、働きに見あった市場相場の給与・賃
金を支払われる。
⑤ 仕事の機会は、不利のある従業員と不利のな
い従業員の間で等しくなければならない、そ
して、すべての従業員が、同等の雇用上の権
利と義務を持つ。
（2）Social Firm UK による定義
イギリスのソーシャル・ファーム全国組織であ
る Social Firm UK（http : //www.socialfirmsuk.co.uk
/about−social−firms/what−social−firm）は以下のよ
うに定義している（筆者の和訳による）。
ソーシャル・ファームは市場指向と社会的使命
を合わせ持つ企業であると定め、
① 少なくとも収入の 50％以上は商品やサービ
スによるものであること。
② 法的地位を確立していること。
③ 労働者協同組合を除いて個人資産によって運
営されていないこと。
④ 外部の出資者が不合理な利益を受けていない
こと。
⑤ 従業員の 25％以上は労働市場において社会
的不利のある者であること。
⑥ 従業員のニーズが合理的に調整されること。
⑦ 雇用を通じて労働市場において社会的不利の
ある人々の社会的・経済的統合を使命とする
（最低賃金以上の市場にあった賃金を支払う
ことによって、経済的にエンパワメントす
る）。
（3）日本における定義
日本においては、2011年の「新しい障害者の
就業のあり方としてのソーシャルファームについ
ての研究調査」（NPO 人材開発機構、2011）の中
で、上述したヨーロッパでの定義をふまえて『障
がい者（引用のために、ここでは障がい者と表記
する。）や労働市場で不利な立場にある人に働く
場を提供することを目的とした社会的企業』とし
ている。その上で、以下の 3点をソーシャル・フ
ァームの特徴としてまとめている。
① 障がい者（引用のために、ここでは障がい者
と表記する。）や労働市場において不利な立
場にある人々に働く場を提供するという社会
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的な目的を達成するために、一般的な市場に
おける商品・サービスの提供、つまり企業的
なビジネス手法を用いること。
② 原則として正規に雇用され、市場に見合った
給与・賃金を得る。待遇もそれに付随する義
務も、就労弱者とそれ以外の従業員は平等に
扱われる。
③ 仕事を通して経済面だけでなく、社会的な統
合も目指すものであり、ソーシャルインクル
ージョンの概念に通じる性格を持っているも
の。
これらは明確に定義を示すものとは言えない
が、日本におけるソーシャル・ファームの指針と
考えられる。
3．仮認定特定非営利活動法人こむの事業
所での実践
こむの事業所は、宝塚市で障害者をはじめとし
た社会的に仕事を得にくい人たちに、社会的意義
のある仕事を創出し、雇用の場を提供することを
法人の使命として掲げて事業を実施している。宝
塚市は人口約 22万人（2014年 11月現在）で宝
塚歌劇や漫画家の手塚治虫が幼少期から青年期を
過ごした地として有名である。
宝塚市内には、障害者就労継続支援 B 型や就
労移行支援事業所、地域生活支援事業所が多く存
在しており、日中活動支援を実施している事業所
が大半を占め、障害者の自立生活を可能にする賃
金を支払うに至っていない。このような状況下
で、障害者が働き収入を得て地域社会で自立生活
を継続して行えるための場として誕生したのがこ
むの事業所である。本事業所は、ソーシャル・フ
ァームの理念を取り入れて、障害者が働くことを
通じて社会的排除のない地域社会作り（ソーシャ
ルインクルージョン）を目的としている。本稿で
は、2010年に法人設立をしてから現在に至るま
での実践を整理し、ソーシャル・ファームの可能
性と今後の課題を明らかにする。
（1）こむの事業所の設立経緯
ソーシャル・ファームの理念を掲げるこむの事
業所は 2010年 1月に設立され、2010年 4月から
事業を開始している。こむの事業所が設立される
に至った経緯に関して、欠かすことができないの
は、公益財団法人プラザ・コム（旧：財団法人プ
ラザ・コム、以下プラザ・コム）の存在である。
プラザ・コムは 1995年に発生した阪神淡路大震
災をきっかけに設立者がボランティアや福祉コミ
ュニティの重要性に触れたことから設立された財
団であり、福祉コミュニティの醸成と発展を目的
としている。プラザ・コムは宝塚市内に福祉コミ
ュニティプラザという敷地を所有しており、そこ
には宝塚のボランティア活動の拠点となるボラン
ティアセンターや、老人福祉センターと大型児童
センターの複合施設などを建設し、それらを社会
福祉協議会や宝塚市が運営をしている。プラザ・
コムの事務所がある建物は、部屋の使用ルールや
運営について、使用する市民が運営組織を立ち上
げて自分たちで運営に当たっている。これらはい
ずれも「全ての人にとって暮らしやすい街や社会
を市民の手によって実現するための舞台として財
団がその場を提供する」というプラザ・コムの理
念によって整備されたものであった。
そのような敷地の中に、手付かずのままの空き
地が存在していた。その空き地が、現在こむの事
業所が運営している建物の場所である。この空き
地は、宝塚で今後福祉コミュニティの醸成と発展
のために使用する将来施設用地であった。この将
来施設用地でこれからの宝塚で何をするべきかを
検討するために福祉文化研究会（以下、福文研究
会）が設立された。福文研究会には、当時の各分
野の専門職、ボランティア活動者、学識など広く
人材が集まりプラザ・コム理事長に諮問を受けて
約 3年の研究活動が行われた。福文研究会では、
必要とするすべての人が仕事と暮らしの場を得る
ことができ、それぞれがいきいきと働き暮らすこ
とができる社会こそが福祉コミュニティであると
の観点に立って、実現に必要な機能と実施の形に
ついて研究された。この中で「地域社会を構成す
るすべての人が困難を抱えた人に手をさしのべ、
すべての人々が相互に支え合いながらいきいきと
暮らすことがあたりまえのこととして根付いてい
る。ことを『福祉文化』という言葉で表現し、そ
して地域社会に福祉文化を根付かせていく拠点と
して宝塚福祉文化センターを考え、実現した
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い。」（福祉文化研究会報告書、2009）とまとめて
いる。これはすなわち、これまでの宝塚市の障害
者施策では、障害者の日中活動の場や地域生活の
場作りは実施されてきたものの、障害者が働いて
収入を得るための場の創出を実現できていないと
いう課題解決に向けた方針を指している。また、
働く事だけでなく地域社会でお互いに支え合いな
がら暮らすというソーシャルインクルージョンの
理念をも取り込んだものであったことも特筆すべ
きである。これらのことから「障害者が働く場の
創出」と「みんなが支え合いながら暮らすことが
できる地域社会作り」を実現するために必要な環
境整備がなされることが決定されたのである。
こむの事業所は、この福文研究会から出された
「福祉文化研究会報告書」（2009）を基本的な事業
コンセプトとしており、法人設立にあたって非常
に重要な内容となっている。この報告書の中には
ソーシャル・ファームについても記載があり、福
祉文化の推進をする主体としての役割を担うこと
となっている。
これらのことから、こむの事業所は、プラザ・
コムのこれからの社会のために意味のある敷地の
有効活用をしたいという思いや、宝塚で福祉やボ
ランティア活動に携わる人々が主体的に集まり福
祉コミュニティに関する課題を明らかにし、その
解決に向けた具体的取り組みを実現するという、
住民主体の取り組みから設立につながったもので
あるということが明らかになった。また、福文研
究会の研究活動のプロセスの中で、障害者の就労
だけでなく、社会的に仕事を得にくい人たちも含
めた仕事の創出や、働くことを通じて社会的排除
のない地域社会作り（ソーシャルインクルージョ
ン）を目指すというコンセプトも明確にされたと
言える。
（2）こむの事業所で実施している事業
こむの事業所は、2011年 5月より障害者自立
支援法（現障害者総合支援法）による障害者就労
継続支援 A 型事業指定事業所として運営されて
いる。これは、障害者就労をより安定して事業継
続するというこむの事業所のミッションを実現す
るために選択された。もちろん、障害者に限ら
ず、社会的に仕事を得にくい人たちの就労も含め
た事業を展開している。これらの事業は、障害者
就労継続支援 A 型事業（以下、A 型事業）のル
ールに従って大きく 4つの柱となる事業が展開さ
れている。
①ビル管理事業
ビル管理事業は清掃事業部門と駐車場管理事業
に分けられる。清掃事業では公共施設の日常清掃
及び定期清掃（窓拭きやワックス掛けなど）が主
な業務内容となる。これに加えて、市内の福祉事
業所の定期清掃業務なども受託して業務に当たっ
ている。
ここで働く障害者の多くは知的障害を持つスタ
ッフである。障害者 2名に対して指導員が 1名の
3名 1チームが基本となる。ここでの指導員は福
祉職ではなく、長期間清掃現場の第一線で働いて
きた人材を配置する。つまり、プロフェッショナ
ルな人材と障害者をマッチングする事によって職
業能力の開発を行い、作業効率を高める工夫を行
うのである。また、指導員以外のスタッフに引き
こもりなどが原因で仕事につけなかった人材を迎
え入れている。このような人材配置を基本として
事業を組み立てることにより、社会的に仕事を得
にくい人々に仕事を提供することが可能となって
いる。それぞれがお互いを助け合い、支え合う人
間関係と職場環境を作り上げている。
もう一つの駐車場管理事業は、プラザ・コムが
所有する敷地内にある約 100台の駐車場の料金精
算が主な業務である。もともと無料駐車場であっ
たが、有料化することになった際に仕事としての
切り出しをプラザ・コムに打診をした。機械によ
って管理されるべき部分と、人の手で管理が可能
な部分の仕事の切り分けを提案した。これは、機
械化によって奪われてきた障害者の仕事を取り戻
すという意味を持っていた。ここで働く障害者は
精神障害を持つスタッフや脳性麻痺などの重度の
身体障害者が中心となっている。
②食事サービス事業
食事サービス事業には施設給食の提供、コミュ
ニティレストランの運営、地域へのサロン弁当提
供事業の 3つがある。施設給食は同じ敷地内にあ
る他法人が運営する障害者の通所施設の利用者及
び職員の給食を提供している。また、こむの事業
所で働く職員に対しても給食として食事を提供し
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ている。
こむの事業所は地域住民に利用してもらえるコ
ミュニティレストランの運営は、障害があっても
安心て気軽に食事を取りに行ける場所を作るとい
うコンセプトを持っており、車椅子でも着席がで
きて、利用するすべての人々がお互いを理解して
食事を楽しむことができるようになっている。
このレストランのコンセプトを継承してサロン
弁当事業へと発展した。日常的にデイサービスな
どを利用している人や、サロン活動に参加してい
る人たちの中で、移動が困難な人たちにお弁当を
配達するのがこの事業の役割である。このことに
より、日頃食べている食事と違った形で食事をと
る機会ととなり、“食事を楽しむ”ことに貢献す
る事業である。
これら業務においても、厨房にはプロのシェフ
を中心とした職員配置をして味にこだわった食の
提供を実施している。レストランホールには、ホ
ールサービスのコンサルタントに研修を依頼して
サービスの基礎を学ぶ機会を提供し、精神障害を
持つスタッフを中心として業務にあたっている。
③こむの市場事業
この事業では地元の生鮮野菜を中心とした販売
を行っている。宝塚市には農村地域が存在してお
り、農業が広く行われている。しかし、大規模な
専業農家は少なく、多くは兼業農家である。小規
模で行なわれている無農薬もしくは減農薬の朝採
り野菜を仕入れに行き、販売している。この事業
では精神障害を持つスタッフが働いており、毎朝
農家に出向き仕入れをし、値段をつけて店頭で販
売したり、市内の事業所を回って移動販売したり
することを業務としている。この事業は、地産地
消の推進や小規模農家の活性化、安心安全な食の
提供を行うだけでなく、障害を持つスタッフが積
極的にお客さんとなる地域住民とコミュニケーシ
ョンをとる機会を自然な形で提供できるという大
きな特徴がある。
④パソコン修理事業
2012年度より新たに開始されたこの事業では、
パソコンや家電製品の修理と人事管理などのデー
タベース開発を実施している。修理部門には専門
職員を配置して、依頼のあった商品の修理点を発
見し、修理部分の作業を切り分けて障害者スタッ
フに仕事を振り分けている。この部門には発達障
害を持つスタッフが従事しており、指導を受けな
がら任された作業をしている。データベース開発
部門には技術専門職ボランティアに協力を得なが
ら障害者スタッフに基礎知識の指導等を行ってい
る。現在ではこむの事業所の人事管理データベー
スの運用、社会福祉協議会ボランティアセンター
へボランティア管理用データベースの開発および
販売を行っている。ここには電動車椅子で生活す
る重度身体障害者が仕事に従事している。
（3）ソーシャル・ファームとしてのこむの事業所
ここでは、これまで紹介してきた事業から事業
収入を得ているこむの事業所が、果たしてソーシ
ャル・ファームとしての性格を持ち合わせている
か否かを経営的側面から検討する。ここでは最も
有名な Social Firm UK に定義に依拠して検討す
ることとする。
まず、「①収入の 50％以上は商品やサービスに
よるものであること」について 2013年の事業収
支を見てみると、総収入 74,621,155円に対し商品
・サービスによる収入は 44,005,959円であり、こ
れは事業収入の約 58.9％を占めることから、条
件に合致すると判断できる（表 1）。
また、定義の「②法的地位を確立しているこ
と」、③「労働者協同組合を除いて個人資産によ
って運営されていないこと」、「④外部の出資者が
不合理な利益を受けていないこと」については
表 1 こむの事業所 2013年度事業収入（単位：円）
ビル管理事業 17,174,454
食事サービス事業 20,584,526
こむの市場事業 6,246,949
就労事業部門計 44,005,929
福祉事業 30,645,226
合計 74,651,155
収入割合
商品・サービスによる収入 44,005,929
その他の収入 30,645,226
総収入 74,651,155
44,005,929÷74,651,155×100＝58.9％
2013年財務諸表注記より筆者作成
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NPO 法人として適正に運営されていることをも
って十分その証明ができているため、詳細な説明
は割愛する。
次に、「⑤従業員の 25％以上は労働市場におい
て社会的不利のある者であること」については、
職員の配置状況から健常者職員 21名と障害者職
員 17名とがほぼ同数であり、健常者職員の中に
は不登校や引きこもりなどの労働市場において不
利のある者が含まれていることからも条件に合致
する。
続いて、「⑥従業員のニーズが合理的に調整さ
れること」についてはこむの事業所では障害を起
因とする事柄に対して、合理的配慮がなされてい
る。特に、休暇については重点的に配慮が行われ
ている。障害者職員が休みを取る場合は、健常者
職員と同様に与えられた有給休暇を使用する。し
かし、一般には取得した有給休暇を超えて休む場
合は欠勤となり業務査定に影響を及ぼすことにつ
ながるが、障害に起因して出勤できない場合は、
休むことを認めており、業務査定にも影響しな
い。もちろんできるだけ出勤するように促すが、
どうしても出勤が不可能である場合に限っては合
理的配慮として認めているのである。これによ
り、安心して継続勤務することができるようにな
っている。また、配属された職場でうまく適応す
ることができなかった場合には配置転換を実施し
ている。今の配属では継続が難しい場合であって
も配置転換によって、よりその人にあった仕事を
見つけることができる可能性が広がるからであ
る。もちろん一方的に配置転換を命じるのではな
く、当事者とよく協議をして両者合意の上で実施
される。これらのことから、この項目に関しても
合致しているといえる。
最後に、「⑦雇用を通じて労働市場において社
会的不利のある人々の社会的・経済的統合を使命
とする（最低賃金以上の市場にあった賃金を支払
うことによって、経済的にエンパワメントする）」
であるが、こむの事業所では雇用契約を交わす際
には、必ず最低賃金以上の条件としている。つま
り、最低賃金の減額特例は申請しておらず、障害
の有無にかかわらず皆平等に働く環境を作ってい
るのである。このことから、この項目に関しても
合致していえる。
さらに言えばこむの事業所では、これら事業を
通じて社会的排除の無い地域社会づくり（ソーシ
ャルインクルージョン）を目指している。つま
り、こむの事業所で実施している事業に地域住民
にも積極的に参加してもらい、障害者が働いてい
る姿を身近なものとして実感できる仕組み作りを
推進しているのである。具体的には、レストラン
のホールサービスには障害者職員、健常者職員に
加えてボランティアにも参加してもらい、立場は
様々であるが皆が責任を持ち、お互いに協力して
業務にあたっている。この他、仕事を終えた障害
者職員の余暇活動をボランティアに支援してもら
う取り組みがある。これは就労場面ではないが、
余暇の過ごし方も仕事をする上では重要な要素と
考えているためである。漢字教室やストレッチ運
動など、それぞれの得意分野を持つボランティア
が、障害者職員と関わりを持つ機会を創ってい
る。このように、様々な場面で地域住民を巻き込
むきっかけを創り出すことで、障害者をより身近
な存在として感じることができるようなしかけを
生み出し、ソーシャルインクルージョンを推進し
ようとしているのである。
以上のことからわかるように、こむの事業所は
ソーシャル・ファームとして必要とされている条
件を満たしているといえ、さらには地域の人々を
巻き込む工夫をしながら、障害の有無に関係なく
地域で生活することに貢献する実践を行っている
と言える。
4．考察
ここまで述べてきたように、こむの事業所は
Social Firm UK によるソーシャル・ファームの定
義に明確に当てはまる事業体であることが明らか
になった。それを踏まえた上で、これからの障害
者就労におけるソーシャル・ファームとしてのこ
むの事業所が持つ課題と可能性について考察す
る。
（1）ビジネスと社会的ミッションとの関係性
まず、ソーシャル・ファームが障害者就労の場
面でどのような意味で重要であるかを考えた時
に、Social Firms Europe で定義されている「障が
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いのある人々や労働市場において不利のある人々
を雇用するためのビジネスである。」ことの意味
をどう捉えるかである。こむの事業所のように、
この対象となる人々を雇用することを事業の根幹
に据えてビジネスを組み立てることで、これを可
能とする方法を取るのか否かである。寺島
（2014）は、ソーシャル・ファームの候補として
特例子会社や障害者多数雇用事業所をあげてい
る。その中で、特例子会社においては生産性を重
視して軽度の障害者を採用する傾向があること、
障害者多数雇用事業所においては、営利を目的と
する企業が障害者の一般就労を支援することを目
的とした企業に変われるかどうかが問われると指
摘している。これは Social Firm UK による「社
会的・経済的統合を使命とする」という部分に関
係している。つまりその事業体が、生産性や利益
を重視したビジネスという側面にプラスして、社
会的ミッションを遂行することを目的としている
か否かが重要な要件となるということである。し
たがって、ビジネスと社会的ミッションとの関係
性がソーシャル・ファームの最大の特徴であると
いえよう。
ただし、ここで重要なのは、ソーシャル・ファ
ームにおいてビジネスと社会的ミッションはトレ
ードオフの関係ではなく、どちらもが事業を構成
する上で、最も重要な要素として位置づけられる
ことである。これこそが、ソーシャル・ファーム
の持つ最大の魅力であり難しさであるといえる。
（2）働くことと地域で生活することの関係性
こむの事業所では、働くことと地域で自立生活
を送ることは同じくらい重要であると考えてい
る。働いて給料を得ることができたとしても、生
活する場を得ることができなければその意味を大
きく失うことになる。わかりやすく言えば、障害
者であるから家を借りることができないような地
域ではいけない、ということである。つまり、障
害者を雇用するだけでなく、障害者自身が地域に
対して関心を持ち、地域（地域の人や社会資源な
ど）にも関心を持ってもらうことで、障害者が地
域で生活することが当たり前のことになるよう、
取り組む必要性を強調しているということであ
る。
こむの事業所が法人のミッションとして掲げて
いる「社会的排除の無い地域社会づくり（ソーシ
ャルインクルージョンの推進）」がこの部分に大
きく関係している。障害者が働き暮らすことが当
たり前のこととして地域に認識されることが非常
に重要であり、そうなるように地域に対してアプ
ローチすることがソーシャル・ファームとしての
重要な役割の一つであると考えている。つまり、
単なる事業体ではなく、ソーシャルインクルージ
ョンを推進する機能を持ち合わせた事業体である
ということができる。
（3）地域から始まり地域を目指す
こむの事業所は、地域の資源であるプラザ・コ
ムに関わる人々による議論の上に設立された経緯
を持つ。つまり、地域から始まった事業体であ
る。さらに、地域に根ざした事業をとなるよう
に、様々な事業の中に地域の人々が参加すること
ができるような工夫を行っている。その結果、地
域の人々にとってこれまで関心の外側にいた障害
者が身近な存在になりつつある。こむの事業所を
視察に来た人たちの多くが“誰が障害者で、誰が
健常者かわからない”という。これは就労場面に
限らず、仕事を終えて時間を過ごしている姿を見
ても同じである。つまり、障害の有無に関係な
く、そこに集まる人々がいかに自然にそこに在る
のかを示す好例であると考える。地域から始まっ
たこむの事業所はまさに地域に馴染んでいくプロ
セスの途中にあるといえる。
5．課題と限界
ここまで述べてきたように、こむの事業所やソ
ーシャル・ファームとして存続し続ける可能性や
「社会的排除の無い地域づくり」に貢献する可能
性を包含していることが明らかとなった。最後に
こむの事業所が抱える課題と本研究の限界につい
て整理する。
まず課題の第一として、地域の中にいかにして
根付いていくかということがあげられる。先に考
察で述べたが、地域に馴染んでいくというプロセ
スが、こむの事業所にとって重要な要素であると
同時に最も大きな課題の一つでもある。地域に対
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して常にアンテナを張り、情報発信を行っていく
こと、そして常にこむの事業所の活動に地域の
人々を巻き込んでいく仕組みを作っていくことが
必要となる。
二つ目に、事業の拡大と収益増に向けた取り組
みの強化である。こむの事業所で働く障害者が、
こむの事業所で得る賃金で地域生活を送るに十分
な金額には到達していない。障害者年金等の制度
と併用してなんとか可能となるにとどまってい
る。事業を拡大することで新たな仕事を創出し、
収益増となることでより多くの賃金を支払うこと
が可能となる。また、仕事に従事する時間が増え
ることは賃金向上だけでなく、社会保険の全部適
応にもつながる。全部適応となれば、社会保障の
面でも安心した生活を送ることができる。短時間
労働ではなく、正規雇用を目指すことができる事
業体となるためにも事業の拡大と収益増は重要な
課題である。
また、本研究における限界として、まずこむの
事業所の 1事例に限定して検討したものであるこ
とがあげられる。あくまでもこむの事業所の事例
であり、これをもってソーシャル・ファーム全体
を論じることはできない。次に、研究としての客
観性についての限界である。筆者はこむの事業所
の運営者の一人であり、Social Firm Europe や
Social Firms UK の定義にあてはめて検討するな
ど客観性の担保については留意したものの、決し
て十分とは言えないであろう。今後は、他の研究
者と連携しながら研究を進めていくことが不可欠
であると考える。
本稿を投稿するにあたって、多くの方々からご支援
いただいたことに感謝申し上げます。投稿にあたり快
くご推薦下さった関西学院大学人間福祉研究科教授牧
里每治先生、事例として取り上げることを快諾してく
ださったこむの事業所代表理事松藤聖一氏には特に感
謝申し上げます。
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The Possibilities of a Social Firm as
an Employment Opportunity for Persons with Disabilities :
A Case Study of the Social Firm COMSi
Masaya Hirao*
ABSTRACT
Significant changes are occurring in Japan surrounding the lives of persons with
disabilities. The Services and Supports for Persons with Disabilities Act of 2006 aimed to
unify social service provision for persons with disabilities, and the Comprehensive Support
for Persons with Disabilities Act of 2013 clearly stated the need for creating an inclusive
society where persons with disabilities can obtain employment. Furthermore, employment
measures for persons with disabilities were scaled up in 2013, with calls for persons with
disabilities to be employed in private companies and public organizations.
In keeping with this trend, efforts have emerged to solve social issues such as
unemployment of persons with disabilities through new business models. One such effort is
the social firm.
This article discusses a case study of the non-profit organization Social Firm COMSi in
Takarazuka, Hyogo Prefecture, Japan. COMSi is promoting community development without
social exclusion through employment of persons with disabilities. Through a case study of
COMSi, this paper suggests the possibilities and problems that social firms in Japan will have
to face in the future.
Key words : social firm, employment of persons with disabilities, social inclusion
＊ General manager of building custodial service and Com’s market project, the Social Firm
COMSi
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